
再エネ導⼊に関する⽀援制度
（経済産業省予算 PR資料（抜粋））



需要家主導による太陽光発電導⼊促進補助⾦
令和３年度補正予算額 135.0億円

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

国 ⺠間団体

補助⾦
（定額）

補助
（2/3、1/2）

⺠間企業等

事業イメージ

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
新エネルギー課

需要家 ⼩売事業者

発電事業者等

①②の契約等
による紐付け

②契約・精算

①契約・精算

⾮FIT/FIP・⾮⾃⼰託送による需要家主導型の導⼊促進

事業の内容

事業⽬的・概要
 2030年の⻑期エネルギー需給⾒通しや野⼼的な温室効果ガス削減⽬
標の実現に向けては、再エネの拡⼤・⾃⽴化を進めていくことが不可⽋で
す。また、需要家である企業等もSDGｓ等の観点から、いわゆるRE100
をはじめとした事業活動に再エネの活⽤を求められる状況にあります。

 こうした中で、特に、需要家が活⽤しやすく導⼊が⽐較的容易な太陽光
発電の利⽤拡⼤が期待されます。しかし、需要家による太陽光発電の活
⽤は道半ばであり、現時点で必ずしも⾃⽴的な導⼊拡⼤が可能な状況
には⾄っていません。

 こうした状況を踏まえ、例えば、発電された電気を⻑期的に利⽤する契約
を締結することなどにより、需要家が主体的に発電事業者と連携して⾏う
太陽光発電設備の導⼊を⽀援し、こうしたモデルの確⽴・拡⼤を促します。

成果⽬標
 2030年の⻑期エネルギー需給⾒通しの実現に寄与する。

 再⽣可能エネルギーの利⽤を希望する需要家が、発電事業者や需要家⾃
ら太陽光発電設備を設置し、 FIT/FIP制度及び⾃⼰託送によることなく、
再⽣可能エネルギーを⻑期的に利⽤する契約を締結する場合等の、太陽光
発電設備の導⼊を⽀援します。
【主な事業要件例】
・⼀定規模（２MW）以上の新規設置案件※であること
※同⼀の者が主体となった案件であれば、複数地点での案件の合計も可
（１地点当たりの設備規模等についても要件化を検討）
※需要地外（オフサイト）に設置され託送されるものであること
・FIT/FIPを活⽤しない、⾃⼰託送ではないこと
・需要家単独⼜は需要家と発電事業者と連携※した電源投資であること
※⼀定期間（8年）以上の受電契約等の要件を設定。
・制度と同様に、将来的な廃棄費⽤の確保の⽅法、周辺地域への配慮等、
FIT/FIP制度同等以上の取組を⾏うこと

等

【対象事業スキームイメージ】



需要家主導による太陽光発電導⼊促進補助⾦
令和４年度予算案額 125.0億円（新規）

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

国 ⺠間団体

補助⾦
（定額）

補助
（2/3、1/2）

⺠間企業等

事業イメージ

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
新エネルギー課

需要家 ⼩売事業者

発電事業者等

①②の契約等
による紐付け

②契約・精算

①契約・精算

⾮FIT/FIP・⾮⾃⼰託送による需要家主導型の導⼊促進

事業の内容

事業⽬的・概要
 2030年の⻑期エネルギー需給⾒通しや野⼼的な温室効果ガス削減⽬
標の実現に向けては、再エネの拡⼤・⾃⽴化を進めていくことが不可⽋で
す。また、需要家である企業等もSDGｓ等の観点から、いわゆるRE100
をはじめとした事業活動に再エネの活⽤を求められる状況にあります。

 こうした中で、特に、需要家が活⽤しやすく導⼊が⽐較的容易な太陽光
発電の利⽤拡⼤が期待されます。しかし、需要家による太陽光発電の活
⽤は道半ばであり、現時点で必ずしも⾃⽴的な導⼊拡⼤が可能な状況
には⾄っていません。

 こうした状況を踏まえ、例えば、発電された電気を⻑期的に利⽤する契約
を締結することなどにより、需要家が主体的に発電事業者と連携して⾏う
太陽光発電設備の導⼊を⽀援し、こうしたモデルの確⽴・拡⼤を促します。

成果⽬標
令和4年度から4年間を⽬途に継続して実施する事業であり、2030年
の⻑期エネルギー需給⾒通しの実現に寄与する。

 再⽣可能エネルギーの利⽤を希望する需要家が、発電事業者や需要家⾃
ら太陽光発電設備を設置し、 FIT/FIP制度及び⾃⼰託送によることなく、
再⽣可能エネルギーを⻑期的に利⽤する契約を締結する場合等の、太陽光
発電設備の導⼊を⽀援します。

【主な事業要件例】
・⼀定規模（２MW）以上の新規設置案件※であること
※同⼀の者が主体となった案件であれば、複数地点での案件の合計も可
（１地点当たりの設備規模等についても要件化を検討）
※需要地外（オフサイト）に設置され託送されるものであること
・FIT/FIPを活⽤しない、⾃⼰託送ではないこと
・需要家単独⼜は需要家と発電事業者と連携※した電源投資であること
※⼀定期間（8年）以上の受電契約等の要件を設定。
・制度と同様に、将来的な廃棄費⽤の確保の⽅法、周辺地域への配慮等、
FIT/FIP制度同等以上の取組を⾏うこと

等
【対象事業スキームイメージ】



地域共⽣型再⽣可能エネルギー等普及促進事業費補助⾦
令和３年度補正予算額 29.5億円

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
新エネルギーシステム課

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

事業イメージ
事業⽬的・概要
地域における再⽣可能エネルギー等の分散型エネルギーリソースの活⽤
に向けては、地域における地産地消による効率的なエネルギー利⽤、レ
ジリエンス強化等に資するマイクログリッドを含む⾃⽴・分散型エネルギー
システムの構築等が期待されています。他⽅、マイクログリッドの構築に
向けては、技術⾯、経済性等の観点で課題もあります。

令和4年度の配電事業ライセンスの施⾏も⾒据え、本事業による⽀援
を通じ、事業者によるマイクログリッド内の需要と分散型エネルギーリソー
スによる供給の調整に要する基盤技術の構築を進めます。

 さらに、災害時にも地域の再⽣可能エネルギー等の分散型エネルギーリ
ソースの活⽤を可能にするよう、配電網等を活⽤した「地域マイクログリッ
ド」の構築を進め、その事業性や関係者との調整に関する知⾒を蓄積
し、共有することで、地域で分散型エネルギーリソースの価値を活⽤する
マイクログリッドの構築に寄与します。

成果⽬標
 「地域マイクログリッド」の先例モデル構築を通じて、地域のレジリエンスを
⾼めるとともに、マイクログリッドの収益性を⾒据えた⾃⽴的拡⼤や優れ
たエネルギーシステムの構築・共有を⽬指します。

再⽣可能エネルギー等を活⽤した
地域マイクログリッド構築⽀援事業

地域マイクログリッド構築⽀援事業
• 地域にある再⽣可能エネルギーを活⽤し、平常時は下位系統の潮
流を把握し、災害等による⼤規模停電時には⾃⽴して電⼒を供給
できる「地域マイクログリッド」を構築しようとする⺠間事業者等に対し、
構築に必要な費⽤の⼀部を⽀援します。【補助率︓2/3以内】

需給調整
システム

蓄電池
バイオ発電

⼤規模
停電時
に遮断

⼤規模停電時に遮断 ⼤規模
停電時
に遮断

需給
調整⼒

地域の需要

地域の再エネ

※固定価格買取制度の認定対象設備は補助対象経費に含まない

コジェネ

エネルギーの真の地産地消

国 ⺠間事業者等（地⽅公
共団体との共同申請）

補助(定額)

⺠間団体等

補助(2/3以内)

地域マイクログリッド構築による効果
• ⼤規模停電からの早期復旧や防災機能の維持を通じた、地域のレ
ジリエンスの向上。

• 令和４年度から施⾏される「配電事業」と「特定卸供給事業（アグ
リゲーター）」等の制度とも組み合わせた、マイクログリッド内の分散
型リソースの地産地消や地域内の再エネの有効活⽤。



地域共⽣型再⽣可能エネルギー等普及促進事業費補助⾦
令和4年度予算案額 7.8億円（34.7億円）

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
新エネルギーシステム課

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

事業イメージ
事業⽬的・概要
地域の再⽣可能エネルギーの活⽤は、地域の効率的なエネルギー利⽤、
地域振興、⾮常時のエネルギー源確保に効果的です。系統線活⽤型
の⾯的利⽤システムは、⾃営線と⽐較し⼯事の⼩規模化等が期待さ
れますが、実例がないことに伴う、技術⾯の知⾒不⾜、収益⾯の事業リ
スクが不透明なことが⾃⽴的普及の妨げとなっています。

 2022年度より開始予定の配電事業が創設され、また福島新エネ社会
構想では再エネの地域循環モデルの構築が掲げられるなど、地域の再エ
ネを活⽤する事業への期待が⾼まっています。

本事業では、配電ライセンスの令和４年度からの施⾏も⾒据え、地域
で分散型エネルギーリソースの価値を活⽤する地域マイクログリッドの着
実な構築を⽬指します。

成果⽬標
令和4年度までの12件程度の先例モデル構築を通じて、地域マイクロ
グリッドの制度化及び⾃⽴的拡⼤を⽬指します。また、このような地域
共⽣の取組を毎年5件程度顕彰し全国展開を図ることで、再エネ事業
における地域共⽣の取組の定着を⽬指します。

(１）再⽣可能エネルギー等を活⽤した
地域マイクログリッド構築⽀援事業

（１）ー１ 構築事業
• 地域にある再⽣可能エネルギーを活⽤し、平常時は下位系統の潮
流を把握し、災害等による⼤規模停電時には⾃⽴して電⼒を供給
できる「地域マイクログリッド」を構築しようとする⺠間事業者等に対し、
構築に必要な費⽤の⼀部を⽀援します。【補助率︓2/3以内】

（１）－２ 導⼊プラン作成事業
• 地域マイクログリッド構築に向けた導⼊可能性調査を含む事業計画
「導⼊プラン」を作成しようとする⺠間事業者等に対し、プラン作成に
必要な費⽤の⼀部を⽀援します。【補助率︓3/4以内】

需給調整
システム

蓄電池
バイオ発電

⼤規模
停電時
に遮断

⼤規模停電時に遮断 ⼤規模
停電時
に遮断

需給
調整⼒

地域の需要

地域の再エネ

※固定価格買取制度の認定対象設備は補助対象経費に含まない

コジェネ

エネルギーの真の地産地消

（２）地域共⽣型再⽣可能エネルギー顕彰事業
• 地域に根差し信頼される再⽣可能エネルギーの拡⼤を⽬的に、地域
共⽣に取り組む優良事業を顕彰します。また、当該取組の全国への
普及展開のための広報活動を実施します【委託】

国

⺠間企業等
（２）委託

⺠間事業者等（地⽅公
共団体との共同申請）

補助(定額)

⺠間団体等

（１）補助(2/3、3/4)

国


